
会議の概要（議事録） 

 

会 議 の 名 称 
（番号） 

１－４８ 
令和６年度第１回 墨田区公契約審議会 

開 催 日 時 令和６年１０月１１日（金） 午後２時から午後３時まで 

開 催 場 所 墨田区役所庁舎８階 ８１会議室 

出 席 者 数 

１３人【委 員】谷内田 昌克、定谷 英明、出雲 洋行、斉藤 正平、 

鈴木 利治、阿部 かおり、村田 淳 

   【事務局】総務部長、契約課長、契約課契約係長、契約課主査（３） 

会 議 の 公 開 

（ 傍 聴 ） 

公開(傍聴できる) 部分公開(部分傍聴できる） 

非公開(傍聴できない) 
傍聴者数 ６人 

議 題 

１ 墨田区長から墨田区公契約審議会への諮問について 

２ 令和６年度労働報酬下限額適用契約について 

３ 令和７年度労働報酬下限額の設定に関する考え方等について 

配 付 資 料 

資料１ 墨田区公契約審議会開催スケジュール（案） 

資料２ 令和６年度労働報酬下限額適用契約一覧 

資料３ 令和７年度労働報酬下限額の設定に関する考え方等について 

【参考資料】墨田区公契約条例、墨田区公契約条例施行規則、墨田区公契約審議会

委員名簿、墨田区公契約審議会事務局名簿 

【当日追加資料①】墨田区公契約条例（工事）未熟練工に関する意見について、調

査対象職種の定義・作業内容 

【当日追加資料②】令和７年度労働報酬下限額（業務委託・指定管理）他に関する

意見について、職種別有効求人・求職状況／求人賃金状況（令和６年３月分） 

会 議 概 要 

１ 開会、定足数の確認 

２ 総務部長挨拶、諮問書の伝達（机上配付） 

３ 令和６年度労働報酬下限額適用契約について 

  事務局（契約課長）から令和６年度労働報酬下限額適用契約について報告し

た。 

４ 令和７年度労働報酬下限額の設定についての審議 

事務局（契約課長）から労働報酬下限額の設定に関する考え方等について説明

した。また、当日追加資料について、提出委員から説明があった。 

※委員からの主な意見とそれに対する他委員の意見・区の回答等は、別紙のとおり 

※諮問書（写）は別紙のとおり 

所 管 課 総務部契約課 

 

 

  



（別紙） 

１ 令和７年度労働報酬下限額の設定について 

⑴ 工事又は製造の請負契約に係る労働報酬下限額について 

委員の質疑、意見等 他委員の意見・区（事務局）の回答等 

 「未熟練工」の労働報酬下限額は、本来であれ

ば、公共工事設計労務単価の各職種の７０％と

することが妥当と考えるが、現実的なところで、

「軽作業員」ではなく「普通作業員」の単価の７

０％とするべきである。他自治体の例にとらわ

れることなく、本区にとって最も良い設定を審

議したい。 

【他委員の意見】 

 本区にとって最も良い設定を、という部分には

賛同する。一方で、条例自体がスタートしたばか

りであり、まだ効果を検証する段階には至ってい

ないため、まずは現在の設定方法を踏襲する方向

で議論してもよいのではないか。また、「未熟練

工」と「熟練工」の扱いについては、各社の状況

が異なることから、各社から情報を募った上で、

次回の審議会で議論したいと思う。 

 

⑵ 業務委託契約及び指定管理協定に係る労働報酬下限額について 

委員の質疑、意見等 他委員の意見・区（事務局）の回答等 

 地域社会の持続的な活性化のためには、本区

域内において、平均的な質の労務を提供できる

労働者を確保でき、かつ、民間賃金水準を少な

くとも押し下げてしまうことのない金額の設定

が必要だと考える。そのため、民間賃金動向

や、区部の他の公契約条例制定自治体の労働報

酬下限額を十分に勘案する必要があるのではな

いか。 

【他委員の意見】 

 労働報酬下限額の適用対象ではない現場の労働

者との均衡の問題もある。労働報酬下限額に合わ

せて全体を賃上げするにも、発注側との最低賃金

分以外の部分での値上げ交渉が難しい現状もある

ため、中小企業の多い本区においては、労働報酬

下限額の設定は最低賃金をベースに審議していく

のが望ましいと考えている。 

 人手不足の職種でも優れた人材を確保するた

め、職種別に労働報酬下限額を設定することが

望ましいと考える。 

【他委員の意見】 

 本区の労働報酬下限額対象契約は、給食調理等

が多く、今のところそれほど多様な業種とはなっ

ていないが、職種別の設定もひとつの案として、

次回の審議会で検討していきたい。 

 

２ その他 

委員の質疑、意見等 他委員の意見・区（事務局）の回答等 

 公契約条例の「労働報酬に係る受注者の連帯

責任」について、条例案の段階では直接支払い

を受注者に義務付ける内容となっていた。条例

制定の段階で現在の内容に変更されたが、元に

戻すべきである。 

【区（事務局）の回答】 

 当該部分については、パブリックコメントでの

ご意見を踏まえ、法的な検討も行った結果、内容

を変更した経緯がある。条例制定の手続きを経

て、付帯決議がついた形で可決されたものであ

る。 

 すべての労働報酬下限額対象労働者に対し

て、条例、労働報酬下限額の申出権と方法、申

出者に対する不利益取扱いの禁止、違反事業者

への各種措置について周知を徹底する必要があ

る。 

 

 労働報酬下限額対象労働者等を対象に、その

受取実態の調査を定期的に実施する必要があ

る。 

 

 



令和６年度第１回墨田区公契約審議会 

 

令和６年１０月１１日（金）午後２時～ 

               区役所庁舎８階８１会議室 

 

 

 

１ 開会 

 

 

２ 議事 

 

⑴ 墨田区長から墨田区公契約審議会への諮問について 

 

⑵ 令和６年度労働報酬下限額適用契約について 

 

⑶ 令和７年度労働報酬下限額の設定に関する考え方等について 

 

 

３ その他 

 

令和６年度第２回墨田区公契約審議会について 

 

 

４ 閉会 

 

 

 

配布資料 資料１ 墨田区公契約審議会開催スケジュール（案） 

資料２ 令和６年度労働報酬下限額適用契約一覧 

     資料３ 令和７年度労働報酬下限額の設定に関する考え方等について 

 

参考資料 墨田区公契約条例 

     墨田区公契約条例施行規則 

     墨田区公契約審議会委員名簿 

     墨田区公契約審議会事務局名簿 



資料１ 

 

墨田区公契約審議会開催スケジュール（案） 

 

 

令和６年度 

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

第１回審議会を開催 

（諮問、労働報酬下限額

適用契約の報告等） 

 第２回審議会を開催 

（答申） 

  必要に応じて第３回審議

会を開催 

 



令和６年度労働報酬下限額適用契約一覧（令和６年９月末時点） 資料２

規則（第3条）該当 件名 契約の相手方 契約締結日 履行期限

1
第1号（施設清掃・受
付・警備・維持管理）

トイレ清掃委託（北部） 株式会社ＪＳＫ 令和6年4月1日 令和7年3月31日

2
第1号（施設清掃・受
付・警備・維持管理）

トイレ清掃委託（南部） 株式会社ＥＬＳ 令和6年4月1日 令和7年3月31日

3 第2号（給食調理） 墨田区立保育園給食調理業務委託（花園保育園） 株式会社レパスト 令和6年4月1日 令和11年3月31日

4 第2号（給食調理） 墨田区立保育園給食調理業務委託（太平保育園） 株式会社藤江 令和6年4月1日 令和11年3月31日

5 第2号（給食調理） 墨田区立保育園給食調理業務委託（寺島保育園） 株式会社藤江 令和6年4月1日 令和11年3月31日

6 第2号（給食調理） 学校給食調理等業務委託（隅田小学校） 協立給食株式会社 令和6年4月1日 令和11年3月31日

7 第2号（給食調理） 学校給食調理等業務委託（二葉小学校） 東都給食株式会社 令和6年4月1日 令和11年3月31日

8 第2号（給食調理） 学校給食調理等業務委託（中和小学校） 協立給食株式会社 令和6年4月1日 令和11年3月31日

9 第2号（給食調理） 学校給食調理等業務委託（柳島小学校） 株式会社藤江 令和6年4月1日 令和11年3月31日

10 第2号（給食調理） 学校給食調理等業務委託（業平小学校）
シダックス大新東ヒューマンサービ
ス株式会社 東京支店

令和6年4月1日 令和11年3月31日

11 第2号（給食調理） 学校給食調理等業務委託（第四吾嬬小学校）
ＨＩＴＯＷＡフードサービス株式会
社

令和6年4月1日 令和11年3月31日

12 第2号（給食調理） 学校給食調理等業務委託（第一寺島小学校） 株式会社東洋食品 令和6年4月1日 令和11年3月31日

13 第2号（給食調理）
学校給食調理等業務委託（文花中学校、文花中学校夜間
学級）

東都給食株式会社 令和6年4月1日 令和11年3月31日

14 第2号（給食調理） 学校給食調理等業務委託（吾嬬立花中学校）
一冨士フードサービス株式会社 関
東支社

令和6年4月1日 令和11年3月31日

15 第3号（学校管理） 学校管理業務委託（吾嬬第二中学校） 株式会社両国ビルサービス 令和6年4月1日 令和10年3月31日

16 第3号（学校管理）
学校管理業務委託（緑小学校・緑幼稚園・柳島小学校・
柳島幼稚園・曳舟小学校）

浅草開発株式会社 令和6年4月1日 令和10年3月31日

17 第3号（学校管理） 学校管理業務委託（言問小学校・第四吾嬬小学校） 浅草開発株式会社 令和6年4月1日 令和10年3月31日

18 第3号（学校管理） 学校管理業務委託（第三寺島小学校・第三寺島幼稚園） 明治企業株式会社 令和6年4月1日 令和10年3月31日

19 第3号（学校管理） 学校管理業務委託（墨田中学校） 浅草開発株式会社 令和6年4月1日 令和10年3月31日

20 第3号（学校管理） 学校管理業務委託（吾嬬立花中学校） 浅草開発株式会社 令和6年4月1日 令和10年3月31日

業務委託契約
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令和６年度労働報酬下限額適用契約一覧（令和６年９月末時点） 資料２

規則（第3条）該当 件名 契約の相手方 契約締結日 履行期限

21 第四吾嬬小学校校庭整備工事 川崎ネツト工業株式会社 令和6年5月28日 令和6年9月30日

22 外手小学校内装改修その他工事 株式会社勝美工務店 令和6年5月30日 令和6年11月15日

23 二葉小学校図工室ほか内装改修工事 坂田建設株式会社　東京支店 令和6年6月6日 令和6年10月31日

24 隅田小学校外壁改修その他工事 株式会社岡本工務店 令和6年6月12日 令和7年1月31日

25 横川コミュニティ会館外１施設内装改修その他工事 岡建工事株式会社 令和6年6月19日 令和7年3月31日

26 南辻橋取付道路工事 坂田建設株式会社　東京支店 令和6年6月24日 令和7年3月31日

27 両国中学校外壁改修その他工事 坂田建設株式会社　東京支店 令和6年7月3日 令和6年11月29日

28
横川コミュニティ会館外１施設内装改修に伴う電気設備
工事

電工舎・山一建設共同企業体 令和6年7月8日 令和7年3月31日

29
特別区道墨１１９号路線（曳舟川通り）道路バリアフ
リー整備工事（２－１工区）

常盤工業株式会社　東京営業所 令和6年7月16日 令和7年3月14日

30 立花ゆうゆう館内装改修その他工事 岡建工事株式会社 令和6年7月25日 令和7年3月31日

31 特別区道墨１２２号路線緑地帯再整備工事 株式会社柳島寿々喜園 令和6年9月2日 令和7年10月31日

32 二葉小学校増築その他工事 坂田・岡本建設共同企業体 令和6年9月11日 令和8年3月31日

33 二葉小学校増築その他に伴う電気設備工事 昭電・ヤマト建設共同企業体 令和6年9月11日 令和8年7月31日

34 二葉小学校増築その他に伴う機械設備工事 浦安・タカヤマ建設共同企業体 令和6年9月11日 令和8年7月31日

35 文花テニスコート整備工事 東亜道路工業株式会社　東京支店 令和6年9月30日 令和7年6月13日

工事請負契約
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資料３ 

令和７年度労働報酬下限額の設定に関する考え方等について 

 

１ 工事請負契約 

（１）墨田区労働報酬下限額設定にあたっての考え方 

根拠条文：墨田区公契約条例第９条第１項第１号 

労働報酬下限額は、次の各号に掲げる労働者等の区分に応じ、当該各号に

定める事項その他の事情を勘案して定めるものとする。 

⑴ 第７条第１項第１号に掲げる公契約に係る労働者等 農林水産省及び国

土交通省が定める公共工事の工事費の積算に用いるための労務の単価（※） 

※「公共工事設計労務単価」 

 
（２）考えられる方策 

 「熟練労働者・一人親方」及び「未熟練工（受注者等との合意の下、見習

い・手元等の労働者と判断する者）、年金等の受給のために賃金を調整して

いる労働者（以下「未熟練工等」という。）」とに分けて設定する。 

 

【参考】令和６年度都内公契約条例制定自治体における「熟練労働者」の労働報酬下限額

の設定状況 

渋谷・千代田・目黒・新宿・杉並・江戸

川・中野・北・墨田／国分寺市 
R6 公共工事設計労務単価の 90％ 

世田谷／日野市 R6 公共工事設計労務単価の 85％ 

足立／多摩市 R5 公共工事設計労務単価の 90％ 

 

【参考】令和６年度都内公契約条例制定自治体における「未熟練工等」の労働報酬下限額

の設定状況 

渋谷・世田谷・目黒・新宿・杉並・江戸

川・中野・北・墨田 
１時間あたり 1,540 円 

足立 １時間あたり 1,512 円 

※１ 市部については、多摩市（１時間あたり 1,250 円） 

※２ 千代田区・日野市・国分寺市については、熟練工とそれ以外を分けて設定していな

い。  



資料３ 

２ 業務委託契約・指定管理協定 

（１）墨田区労働報酬下限額設定にあたっての考え方 

根拠条文：墨田区公契約条例第９条第１項第２号 

 労働報酬下限額は、次の各号に掲げる労働者等の区分に応じ、当該各号に

定める事項その他の事情を勘案して定めるものとする。 

⑵ 第７条第１項第２号及び第３号に掲げる公契約に係る労働者等 区の区

域に係る最低賃金法第９条第１項に規定する地域別最低賃金及び会計年度任

用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年墨田区条例第１３号）第

１８条第１項に規定する報酬の額に、同条例第２１条第１項に規定する地域

手当に相当する報酬を加えて得た額 

 

【参考】令和６年度都内公契約条例制定自治体における業務委託及び指定管理協定の設定

状況                         (単位：円（１時間あたり）) 

世田谷 中野 新宿 渋谷 杉並 江戸川 足立 墨田 
千代田

※１ 

目黒・

北 

1,330 1,310 1,245 1,240 1,231 1,220 1,219 1,210 1,200 1,191 

※１ 千代田区は、業務により 7種設定しており、上記は専門職種以外の金額である。 

※２ 市部については、日野市（1,169、指定管理対象外）多摩市（1,169）国分寺市（1,139） 

  （多摩市・国分寺市も業務により複数設定しており、上記はその中の最も低い金額） 



 

   墨田区公契約条例 

（目的） 

第１条 この条例は、公契約について基本理念を定め、区及び受注者の責務を明らか

にするとともに、優れた人材を確保することができる環境の整備を図り、公契約に

係る施策の基本方針を定めることにより、これに基づく公契約に関する施策を推進

し、もって区民福祉の向上及び地域社会の持続的な活性化に寄与することを目的と

する。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 ⑴ 公契約 区が締結する工事、製造その他の請負契約及び業務委託契約並びに地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により区の指

定を受けた者と締結する公の施設の管理に関する協定（以下「指定管理協定」と

いう。）をいう。 

 ⑵ 受注者 区と公契約を締結する者をいう。 

 ⑶ 受注関係者 次に掲げる者をいう。 

  ア 区以外の者から公契約に係る業務の一部を請け負い、又は受託する者（次号

イに掲げる者を除く。） 

  イ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

（昭和６０年法律第８８号）の定めるところにより受注者又はアに掲げる受注

関係者に次号アに掲げる労働者を派遣する者 

 ⑷ 労働者等 次に掲げる者をいう。 

  ア 受注者又は受注関係者に雇用され、公契約に係る業務に従事する最低賃金法

（昭和３４年法律第１３７号）第２条第１号に掲げる労働者 

  イ 受注者又は受注関係者との契約により公契約に係る業務の一部を請け負い、

又は受託する者で、当該業務を他の者を使用しないで行うもの 

 ⑸ 労働報酬 公契約に係る業務についての労働の報酬で次に掲げるものをいう。 

  ア 前号アに掲げる労働者がその雇用する受注者又は受注関係者から得る賃金 



 

  イ 前号イに掲げる者が同号イの契約により得る収入 

（基本理念） 

第３条 公契約に係る入札及び契約の手続は、透明性及び競争性を確保しながら公平

かつ公正に行わなければならない。 

２ 談合その他の不正行為は、徹底して排除されなければならない。 

３ 公契約は、契約の締結から履行に至るまで環境及び経済に配慮した持続可能なも

のとし、地球温暖化対策の一層の推進に配慮したものでなければならない。 

４ 公契約は、区内企業の受注機会（資材等の調達を含む。以下同じ。）の確保及び

地域社会の活性化に配慮したものでなければならない。 

５ 公契約は、その履行により提供されるサービス等の品質及び価格が適正なもので

あり、かつ、労働者等の適正な労働条件等及び労働環境が整備されるものでなけれ

ばならない。 

６ 公契約は、契約の締結から履行に至るまで、国籍、信条、性別、障害の有無等で

差別されることなく、多様性に配慮がなされたものでなければならない。 

（区の責務） 

第４条 区は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、公

契約に係る施策を総合的に実施しなければならない。 

２ 区は、環境及び経済に配慮した公契約を推進しなければならない。 

３ 区は、区内企業の受注機会の確保及び地域社会の活性化のため、受注可能な分野

を確保し増大するよう、努めなければならない。 

４ 区は、公契約の履行、品質及び価格の適正性を確保しなければならない。 

５ 区は、公契約に係る労働者等の適正な労働条件等の確保及び労働環境の整備が図

られるよう努めなければならない。 

（受注者の責務） 

第５条 受注者は、公契約を受託する者として社会的責任を自覚し、法令等を遵守す

るとともに、基本理念にのっとり、区が実施する公契約に係る施策に協力するよう

努めなければならない。 

（施策の基本方針） 



 

第６条 区は、第４条に規定する責務を果たすため、公契約に係る次に掲げる施策を

推進するものとする。 

 ⑴ 入札及び契約の手続に係る情報の公開に関すること。 

 ⑵ 談合その他の不正行為を排除するための措置に関すること。 

 ⑶ 環境及び経済に配慮した契約の推進を図るための措置に関すること。 

 ⑷ 区内企業の受注機会を確保するための措置に関すること。 

 ⑸ 契約の履行、品質及び価格の適正性を確保するための措置に関すること。 

 ⑹ 適正な労働条件等の確保及び労働環境の整備を図るための措置に関すること。 

 ⑺ 前各号に掲げるもののほか、基本理念を実現するために必要なこと。 

 （適用範囲） 

第７条 次条から第１３条までの規定は、公契約のうち次に掲げるものについて適用

する。 

 ⑴ 工事又は製造の請負契約で、その予定価格が１億円以上のもの 

 ⑵ 工事又は製造以外の請負契約及び業務委託契約のうち、その予定価格が２，０

００万円以上のもので、墨田区規則（以下「規則」という。）で定めるもの 

 ⑶ 指定管理協定 

２ 前項の規定は、公契約の受注者が国、地方公共団体その他区長が定める者である

場合については、適用しない。 

 （労働者等の労働報酬） 

第８条 区は、公契約において、その受注者及び受注関係者が労働者等（最低賃金法

第７条に規定する労働者を除く。第１２条第１項並びに別表３の項、４の項及び６

の項を除き、以下同じ。）に対し区長が定める額（以下「労働報酬下限額」とい

う。）以上の額の労働報酬（前条第１項第２号及び第３号に掲げる公契約に係る労

働報酬にあっては、同法第４条第３項各号に掲げる賃金を除く。以下同じ。）を支

払わなければならないことを約定するものとする。 

２ 労働報酬下限額は、時間によって定めるものとする。 

３ 労働報酬が時間以外の期間又は出来高払制その他の請負制によって定められてい

る場合における当該労働報酬の額を時間についての金額に換算する方法は、規則で



 

定める。 

 （労働報酬下限額の決定等） 

第９条 労働報酬下限額は、次の各号に掲げる労働者等の区分に応じ、当該各号に定

める事項その他の事情を勘案して定めるものとする。 

 ⑴ 第７条第１項第１号に掲げる公契約に係る労働者等 農林水産省及び国土交通

省が定める公共工事の工事費の積算に用いるための労務の単価 

 ⑵ 第７条第１項第２号及び第３号に掲げる公契約に係る労働者等 区の区域に係

る最低賃金法第９条第１項に規定する地域別最低賃金及び会計年度任用職員の給

与及び費用弁償に関する条例（令和元年墨田区条例第１３号）第１８条第１項に

規定する報酬の額に、同条例第２１条第１項に規定する地域手当に相当する報酬

を加えて得た額 

２ 区長は、労働報酬下限額を定めようとするときは、あらかじめ、第１４条第１項

に規定する墨田区公契約審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 区長は、労働報酬下限額を定めたときは、速やかにこれを告示するものとする。 

 （公契約において約定する事項） 

第１０条 区は、第８条第１項に規定する事項のほか、公契約において、別表に定め

る事項を約定するものとする。 

 （労働者等の申出） 

第１１条 労働者等（労働者等であった者を含む。この条及び次条において同じ。）

は、労働報酬が支払われるべき日において、支払われるべき当該労働報酬が支払わ

れないとき、又は支払われた当該労働報酬の額が労働報酬下限額を下回るときは、

区、受注者又は受注関係者（当該労働者等を雇用し、又は当該労働者等と第２条第

４号イの契約を締結した受注関係者に限る。）に対しその事実の申出をすることが

できる。 

 （報告、検査等） 

第１２条 区長は、区に対し前条の規定による申出があったとき、又は第８条第１項

及び第１０条の規定により約定した事項（以下「約定事項」という。）の遵守の状

況を確認するため必要があると認めるときは、受注者又は受注関係者に対し必要な



 

報告を求め、又は区職員をして当該受注者若しくは受注関係者の事業所等に立ち入

らせ、労働者等に係る労働条件等が分かる書類その他の物件を検査させ、若しくは

関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定による検査又は質問（以下「検査等」という。）を行う区職員は、そ

の身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

 （公表） 

第１３条 区が別表１２の項に定める事由による公契約の解除等（第７条第１項第１

号及び第２号に掲げる公契約の解除並びに同項第３号に掲げる公契約に係る地方自

治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消し又は期間を定めた管理の業

務の全部若しくは一部の停止の命令をいう。以下同じ。）をしたとき（公契約の終

了後に約定事項の違反が判明した場合を含む。）は、区長は、次に掲げる事項を公

表することができる。 

 ⑴ 受注者又は受注関係者の氏名及び住所（その者が法人その他の団体であるとき

は、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

 ⑵ 違反の内容 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 区長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該公表に

係る受注者又は受注関係者に対し、当該公表に係る理由を通知し、当該受注者又は

受注関係者が意見を述べ、証拠を提示する機会を与えるものとする。 

 （墨田区公契約審議会の設置） 

第１４条 公契約に関する施策の適正な実施を確保するため、区長の附属機関として、

墨田区公契約審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、区長の諮問に応じ、労働報酬下限額その他公契約に関し必要な事項に

ついて調査審議し、答申する。 

３ 審議会は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱する委員７人以内をもって組織

する。 



 

 ⑴ 事業者団体関係者 ２人以内 

 ⑵ 労働者団体関係者 ２人以内 

 ⑶ 学識経験を有する者 ３人以内 

４ 審議会の委員（以下「委員」という。）の任期は、２年とする。ただし、再任を

妨げない。 

５ 委員が欠けたときは、補欠の委員を置くことができる。この場合において、補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様

とする。 

 （委任） 

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   付 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第９条及び第１４条の規

定は、令和５年１０月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日前において締結されている公契約（指定管理協定においては

同日前に公募（公募によらない場合は申請に必要な事項を通知）し、締結した指定

管理協定）については、この条例の規定は、適用しない。 



 

別表 

番号 約定事項 内容 

１ 

労働関係法令の遵守 受注者は、第２条第４号アに掲げる労働者に係る労

働条件に関して、関係法令の規定を遵守しなければ

ならないこと。 

２ 

受注者の負う契約条件 受注者は、第２条第４号イに掲げる者と請負契約又

は業務委託契約を締結しようとするときは、その条

件を１の項の関係法令の趣旨を尊重したものとしな

ければならないこと。 

３ 
社会保険への加入 受注者は、労働者等を雇用形態に応じ社会保険に加

入させなければならないこと。 

４ 

労働者等の継続雇用 受注者は、継続性のある業務に関する公契約を締結

するときは、当該業務に従事する労働者等の雇用の

安定並びに当該業務の質の維持及び継続性の確保に

配慮し、当該公契約の締結前から当該業務に従事し

ていた労働者等のうち希望する者を雇用するよう努

めること。 

５ 

労働報酬に係る受注者の連

帯責任 

受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払うべ

き労働報酬を支払わないとき、又は受注関係者が支

払った労働報酬の額が労働報酬下限額を下回るとき

は、当該受注関係者と連帯して、当該労働者等に対

し、当該労働報酬に相当する金額又は労働報酬下限

額と当該支払った労働報酬の額との差額に相当する

金額が支払われるよう、必要な措置を講じなければ

ならないこと。 

６ 

労働条件等の区への報告 受注者は、規則で定めるところにより、労働者等に

係る労働条件等に関する事項を区に報告しなければ

ならないこと。 

７ 

労働者等に対する周知 受注者は、労働報酬下限額その他の規則で定める事

項を作業所等の労働者等が見やすい場所に掲示し、

又は労働者等に対し当該事項を記載した書面を交付

しなければならないこと。 

８ 

不利益な取扱いの禁止 受注者は、第１１条に規定する申出を受けたときは、

誠実に対応するとともに、当該申出をした労働者等

について、当該申出をしたことを理由として解雇、

請負契約又は業務委託契約の解除その他の不利益な

取扱いをしてはならないこと。 

９ 
報告の求め及び検査等への

対応 

受注者は、第１２条第１項に規定する報告の求め及

び検査等に応じ、協力しなければならないこと。    
 

１０ 

約定事項の違反の是正の求

め 

区は、受注者が約定事項に違反していると認めると

きは、当該受注者に対し速やかに当該違反を是正す



 

るために必要な措置を講ずるよう求めることができ

ること。    

１１ 

約定事項の違反の是正等及

び報告 

受注者は、１０の項に規定する求めを受けたときは、

速やかに当該違反を是正する措置その他必要な措置

を講じ、その結果について区に報告しなければなら

ないこと。 

１２ 

公契約の解除等 区は、受注者又は受注関係者が次のいずれかの事由 

に該当するときは公契約の解除等をすることができ、

当該解除等により受注者又は受注関係者に生じた損

害を賠償する責任を負わないこと。 

 ⑴ 第１２条第１項に規定する報告の求めに応じ 

  ず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査等を拒 

  み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは当該検査 

  等における質問に対して答弁せず、若しくは虚 

  偽の答弁をしたとき。 

 ⑵ １０の項に規定する求めに応じないとき。 

 ⑶ １１の項に規定する報告をせず、又は虚偽の

報告をしたとき。    

１３ 

損害賠償責任 受注者は、区が１２の項に規定する事由による公契

約の解除等をした場合において、当該公契約の解除

等により区に損害が生じたときは、当該損害を賠償

しなければならないこと。 

１４ 

公契約の解除等に係る違約

金 

区は、１２の項に規定する事由による公契約の解除

等をしたときは、受注者に対し違約金の支払を求め

ることができること。 

１５ 

受注者と受注関係者との契

約 

受注者は、受注関係者と契約を締結するときは、当

該受注者が遵守すべき約定事項について、受注関係

者が当該受注者に準じて当該約定事項を遵守するこ

ととなるよう、約定しなければならないこと。 

 



 

   墨田区公契約条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、墨田区公契約条例（令和５年墨田区条例第３１号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例において使用する用語の例に

よる。 

（条例第７条第１項第２号に規定する規則で定める公契約） 

第３条 条例第７条第１項第２号に規定する規則で定める公契約は、次の各号に掲げ

るものとする。 

 ⑴ 区の施設の清掃、受付、警備（機械警備を除く。）その他の維持管理のみを契

約の目的とする公契約 

 ⑵ 給食調理のみを契約の目的とする公契約 

 ⑶ 学校の管理のみを契約の目的とする公契約 

 ⑷ 自動車の運行のみを契約の目的とする公契約 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める公契約 

（条例第８条第３項に規定する方法） 

第４条 条例第８条第３項に規定する方法については、最低賃金法施行規則（昭和３

４年労働省令第１６号）第２条の規定を準用する。 

（条例第１２条第２項に規定する区職員の身分を示す証明書の様式） 

第５条 条例第１２条第２項に規定する区職員の身分を示す証明書は、身分証明書

（別記様式）によるものとする。 

（条例第１３条第１項第３号に規定する規則で定める事項） 

第６条 条例第１３条第１項第３号に規定する規則で定める事項は、次の各号に掲げ

るものとする。 

⑴ 公契約の件名及び締結の日 

⑵ 解除等をした日及びその理由 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 



 

（審議会の会長） 

第７条 審議会に会長を置き、委員のうちから、互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職務を代理する。 

（審議会の議事） 

第８条 審議会は、会長が招集する。ただし、会長及び前条第３項の規定により会長

の職務を代理する者が定められていないときは、区長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席し、かつ、条例第１４条第３項各号に掲げる者の 

うちからそれぞれ１人以上が出席しなければ、会議を開き、議決することができな

い。 

３ 審議会の議事は、会長を含む出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長

の決するところによる。 

４ 審議会の会議は、公開とする。ただし、審議会が特に必要があると認めるときは、

公開しないことができる。 

５ 前各項に定めるもののほか、審議会の議事に関し必要な事項は、会長が審議会に

諮って定める。 

（オンラインによる審議） 

第９条 会長は、重大な感染症のまん延、大規模な災害その他やむを得ない事由が発

生している場合において、会議を開会する場所へ委員を招集することが困難である

と認めるときは、映像及び音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通

話をすることができる方法による審議（以下「オンライン審議」という。）により

会議を開催し、又はオンライン審議の方法により一部の委員を会議に参加させるこ

とができる。 

２ オンライン審議における前条第２項及び第３項の規定の適用については、前項の

方法により参加した者を会議に出席したものとみなす。 

 （審議会の庶務） 

第１０条 審議会の庶務は、総務部契約課において処理する。 

（条例別表６の項に規定する報告） 



 

第１１条 条例別表６の項に規定する報告は、次の各号に掲げる事項について、区長

が指定する日までに、書面において行うものとする。 

⑴ 雇用契約の締結の状況 

⑵ 労働報酬の支払の状況 

⑶ 労働時間の管理の状況 

⑷ 約定事項の遵守の状況 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 受注者は、前項の規定により報告した事項に変更が生じたときは、速やかに区長

に報告しなければならないものとする。 

（条例別表７の項に規定する規則で定める事項） 

第１２条 条例別表７の項に規定する規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

⑴ 労働報酬下限額 

⑵ 労働報酬下限額の適用対象となる労働者等の範囲 

⑶ 条例第１１条に規定する申出に関する事項及び当該申出をするときの連絡先 

 ⑷ 労働者等は、条例第１１条に規定する申出をしたことを理由として、解雇、請

負契約の解除その他の不利益な取扱いを受けないこと。 

⑸ 条例別表５の項に規定する受注者の連帯責任に関する事項 

（補則） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   付 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第４条及び第７条から第１

０条までの規定は、令和５年１０月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



 

別記様式（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式（裏） 

 

 

 

 

 
第     号 

 
身 分 証 明 書 

 
 所 属         

 職         

 氏名         
年  月  日生 

 
 上記の者は、墨田区公契約条例第１２条第１項の規定による立
入検査等の権限を有する者であることを証明する。 
 

発行日     年   月   日 
 
有効期間    年   月   日 
 

墨田区長         □印  

 

縦 ６０ｍｍ 

横 ９０ｍｍ 

 
墨田区公契約条例（抜粋） 

 
 （報告、検査等） 

第１２条 区長は、区に対し前条の規定による申出があったとき、又

は第８条第１項及び第１０条の規定により約定した事項（以下「約

定事項」という。）の遵守の状況を確認するため必要があると認め

るときは、受注者又は受注関係者に対し必要な報告を求め、又は区 

 職員をして当該受注者若しくは受注関係者の事業所等に立ち入らせ、

 労働者等に係る労働条件等が分かる書類その他の物件を検査させ、 

 若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定による検査又は質問（以下「検査等」という。）を行

う区職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけ

ればならない。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解釈してはならない。 

 



 

墨田区公契約審議会委員名簿 

 

 氏 名 所属等 備 考 

事業者団体関係者 

谷内田 昌克 墨田建設業協会 

 

定谷 英明 プライム環境整備協同組合 

 

労働者団体関係者 

出雲 洋行 

全国建設労働組合総連合 

東京土建一般労働組合  

墨田支部 

 

斉藤 正平 
東武鉄道労働組合  

本社支部 

 

学識経験を有する者 

鈴木 利治 弁護士 会長 

阿部 かおり 公認会計士 会長職務代理者 

村田 淳 社会保険労務士 

 



 

墨田区公契約審議会事務局名簿 

役 職 氏 名 

総務部長 中山 誠 

契約課長 田村 俊彦 

総務部契約課契約係長 石井 邦惠 

総務部契約課契約係主査 津野瀬 正幸 

総務部契約課契約係主査 岡本 幸弘 

総務部契約課契約係主査 鹿目 ゆかり 



２０２４（令和６）年１０月１１日 

墨田区公契約審議会 

会長 鈴木 利治 様 

墨田区公契約審議会 

委員 出雲 洋行 

 

墨田区公契約条例 

令和７年度労働報酬下限額（工事）未熟練工に関する意見について 

 

１、建設業の社会的意義と課題 

（１）社会的意義 

建設従事者は、道路や橋、公共施設、まちづくり、住まいづくりなど、広く社会資本

の整備を担うとともに災害時には最前線で活動しています。阪神淡路大震災や東日本大

震災、今年の元日に発生した能登半島地震でも、地元を中心とした建設従事者が真っ先

に現場に駆けつけ強い使命感の中、人命救助や道路啓開など、様々な復旧作業に携わり

「地域の守り手」として地域社会の安全・安心の確保を担う重要な役割を果たしていま

す。 

（２）労働力不足と高齢化 

建設従事者の雇用状況は、深刻な人手不足と就業者の高齢化が大きな課題となってい

ます。建設業の就業者数はピーク時の１９９７年６８５万人（うち建設技能者数４６４

万人）から減少し続け、２０２３年には４８３万人（うち建設技能者数３０７万人）に

落ち込んでおり、この傾向は続くと予測されています。 

人手不足の原因として労働人口が高齢化している問題があります。国土交通省が公表

している「建設業就業者の高齢化の進行」データによると、建設業就業者のうち５５歳

以上は約３６％であるのに対し、２９歳以下は約１２％です。全産業でみると、５５歳

以上の割合は約３２％、２９歳以下の割合は約１６％であり、建設業の高齢層と若者層

の開きが大きく、担い手となる若年層就業者が非常に少ないのが特徴です。 

（３）労働環境と低賃金 

建設業では発注者である施主の意向が大きな影響力を持ちます。そのため、多くの事

業者が納期の面で強い重圧に晒されているのが実情です。単純に工期を伸ばせば労務費

がかさみ、入札の際も受注面で不利になります。また、建設工事の進捗は天候などの影

響も受けるため遅延しがちで、それを取り戻すべく、サービス残業を含む長時間労働が

常態化しやすい傾向があります。 

２０２２（令和４）年度建設業の年間実 

労働時間（図１）は２０２２時間で、これ 

までの働き方改革の取組によって他産業よ 

りも減少度合いは大きいですが、なおも６ 

８時間ほど多く、依然として高水準です。 

また、労働者の賃金では、全産業の平均が 

年間４９４万円であるのに対し、建設従事 

図１ 

出典:厚生労働省 



者は４１７万円と低く、こうした状況を改善しなければ若者に選ばれる建設業、担い手

の確保にはつながりません。時間外労働規制の適用を契機に、働き方改革を一層推進し

ていくとともに、併せて処遇改善や生産性の向上に取り組んでいく必要があります。 

  

 以上ことから、建設従事者の担い手は減少の一途を辿っています。建設従事者のなり

手の減少と同時に高齢化も進んでおり、若年層への技術・技能継承も円滑に進んでいま

せん。建設需要はあるものの人手不足から倒産する人手不足倒産は、２０２４年上半期

全産業で１４５件、建設業は３９件（前年同期比２倍）、調査開始以降で最悪のペース

（東京商工リサーチ）で、様々な課題抱える建設業を持続可能な産業に導くことが求め

られます。 

 

２、令和７年度未熟練工の労働報酬下限額（工事）について 

未熟練工の賃金策定の元になった、国交省が定める公共工事設計労務単価の軽作業員、

職種の定義と作業内容は図２の通りです。建設従事者は各職種で入場し作業しており、

未熟練工も同じです。未熟練工は日々各職種での経験蓄積、技術・技能向上を目指し、

自己研鑽しながら現場作業にあたっています。職種の定義や作業内容で言うと、軽作業

員の労働報酬ではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

墨田区公契約条例では、条例第１条（目的）「優れた人材を確保することができる環

境の整備」、第３条（基本理念）５「労働者等の適正な労働条件等及び労働環境が整備

させるものでなければならない」、第４条（区の責務）５「労働者等の適正な労働条件

等の確保及び労働環境の整備が図られるよう努めなければならない」とあります。 

建設業の情勢や課題、条例、職種の定義や作業内容を見たときに、現在の未熟練工の

労働報酬下限額で若年層などの担い手が確保できるのか、優れた人材を確保できるのか

危惧しています。 

未熟練工は、職種の定義や作業内容で言えば軽作業員の労働報酬ではありません。ま

た、公契約条例について、他区の動向や流れで決定するのではなく、建設業の情勢や課

題を整理・確認する中で決定することを望みます。 

未熟練工の労働報酬下限額の改定を求めます。 

図２ 



調査対象職種の定義 日作業内容

職 種 定 義 ・ 作 業 内 容

01特 殊 作 業 員 ① 相 当程度の技能 および高度の肉体的条件 を有 し、主 と して次 に掲 げる作業に

つ いて主体的業務 を行 うもの

軽機械 (道 路交通法第 84条 に規定す る運転免許 な らびに労働 安全衛生法第

61条 第 1項 に規定する免許、資格 および技能講習の修 7を 必要 とせず、運
転 および操作 に比較的熟練 を要 しないもの )を 運転または操作 して行 う次
の作業

イ.機 械 重量 3t未 満の ブル ドーザ・ トラクタ (ク ロー ラ型 )・ パ ックホウ
(ク ロー ラ型 )・ トラクタシ ヨベル (ク ロー ラ型 )・ レー キ ドーザ・ タ

イヤ ドーザ等 を運転または操作 して行 う土砂等の掘肖1、 積込み または運

搬

口.吊 上 げ重量 lt未 満のク ロー ラク レー ン、吊上 げ重量 5t未 満 のウイ ンチ等
を運転 または操作 して行 う資材等の運搬

ハ .機 械重量 3t未満の振動 ロー ラ (自 走式 )、 ランマ、タ ンパ等 を運転また
は操作 して行 う土砂等の締 固め

二 .可 搬 式 ミキサ 、バイブ レー タ等 を運転 または操作 して行 うコンク リー ト
の練上 げおよび打設

ホ .ピ ック ブ レー カ等 を運転 また は操作 して行 うコンク リー ト、舗装等の と
りこわ し

へ .動 力草刈機 を運転 または操作 して行 う機械除草
卜.ポ ンプ、 コンプ レッサ 、発動発電機等の運転 または操作
チ  コンク リー トカ ッター 、コアボー リングマ シンの運転 また は操作

b 人力による合材の数均 しおよび舗装面の仕上げ
c.ダ ムエ事において、グリズ リホッパ、 トリッパ付ベル トコンベア、骨材洗
浄設備、振動スクリーン、二次・三次破砕設備、製砂設備、骨材運搬設備

(調 整 ビン機械室 )を 運転または操作 して行 う骨材の製造、貯蔵または運
搬
d.コ ンク リー ドポンプ車の筒先作業
②  その他、相当程度の技能および高度の肉体的条件を有 し、各種作業について
必要とされる主体的業務を行 うもの

02普 通 作 業 員 ①  普通の技能および肉体的条件を有 し、主として次に掲げる作業を行 うもの
a 入力による土砂等の掘肖1、 積込み、運搬、数均 し等
b 入力による資材等の積込み、運搬、片付け等
c 人力による小規模な作業 (た とえば、標識、境界 ぐい等の設置 )
d 入力による芝は り作業 (公 園等の苑地を築造する工事における芝は り作業
について主体的業務を行 うものを除 く)

e.入 力による除車
f.ダ ムエ事での骨材の製造、貯蔵または運搬における人力による木根、不良
鉱物等の除去

②  その他、普通の技能および肉体的条件を有 し、各種作業について必要とされ
る補助的業務を行 うもの

03軽 作 業 員 ①  主として人力による軽易な次の作業を行 うもの
a.軽 易な清掃または後片付け
b.公 園等における車む しり
c.軽 易な散水
d.現 場内の軽易な小運搬
e 準備測量、出来高管理等の手伝い
f.仮 設物、安全施設等の小物の設置または撤去
g.品 質管理のための試験等の手伝い
②  その他、各種作業において主 として人力による軽易な補助作業を行 うもの

9
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2024 年 10 月 11 日 

墨田区公契約審議会 

会長 鈴木 利治 様 

墨田区公契約審議会 

 委員 齋 藤 正 平 

 

墨田区公契約条例 

令和 7 年度労働報酬下限額（業務委託・指定管理）他に関する意見について 

標記について、下記のとおり意見を申し上げます。 

 

記 

 

１ 令和 7 年度労働報酬下限額（業務委託・指定管理）について 

（１）雇用・賃金の現状と見通し 

①雇用  

ハローワーク墨田管内の公共工事・サービス関連職種のうち以下の職種は、求人倍率が高い（表１）。

今後、労働需給が引き締まり12、人手不足がより深刻化するおそれがある。 

（表１）ハローワーク墨田管内の公共工事・サービス関連職種の求人倍率（2024 年 3 月）抜粋 

職種 求人倍率 

建設・採掘従事者（一般常用フルタイム） 4.84 

社会福祉専門職業従事者（一般常用フルタイム） 2.03 

保安職業従事者（パート常用）※警備など 16.32 

介護サービス職業従事者（パート常用） 3.20 

自動車運転従事者（パート常用） 2.33 

 

②賃金 

賃金は上昇している。今後も物価上昇とともに、賃金が上昇し続けるとみられる。 

１）民間賃金の 2024 年度賃上げ率は、概ね 5％である（表２）。 

（表２）2024 年度賃上げ結果（2024 年 7 月公表） 

 

 

 

 

 

２）消費者物価（除く生鮮食品）の前年比が「2024 年度に 2％台半ばとなったあと、2025 年度およ

び 2026 年度は、概ね 2％程度で推移すると予想される3。これを踏まえ、民間賃金の 2025 年度賃

上げは、2024 年度より 0.5 ポイント程度低い、4.5%と予想される。 

３）賃金上昇率は、物価上昇も反映する形で基調的に高まっていくとみられる4。 
                                                   
1 東京都「東京の労働力 （労働力調査結果）」。東京都の令和 5（2023）年平均の完全失業率は 2.5％

（前年比 0.1 ポイント低下）。 
2 日本銀行「経済・物価情勢の展望」2024 年 7 月。これまで女性や高齢者の労働参加が相応に進ん

だが、今後は、追加的な労働供給が見込みにくくなるため、雇用の増加ペースが徐々に緩やかに

なり、景気回復のなかで、労働需給の引き締まりが強まるとみられる、としている。 
3 日本銀行「経済・物価情勢の展望」2024 年 7 月 
4 日本銀行「経済・物価情勢の展望」2024 年 7 月 

連合 

（全国） 

全体：5.10％（前年同期 3.58％） 

300 人未満中小組合：4.45％（同 3.23％） 

有期・短時間・契約等労働者：時給 5.74％（同 5.01％）、月給 4.98％（同 3.18％） 

東京都 全体：4.78％（前年 3.92％） 
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（２）条例第 9 条「その他の事情」（民間賃金動向、区部の公契約条例の労働報酬下限額）の勘案 

①条例の目的に対する効果的な金額 

条例第１条「目的」の「優れた人材を確保することができる環境の整備」「区民福祉の向上」「地

域社会の持続的な活性化」のためには、労働報酬下限額を、墨田区域において、①平均的な質の労務

を提供できる労働者等を確保（採用）でき、かつ②民間賃金水準を少なくとも押し下げてしまうこと

のない金額とする必要がある。 

従って、条例第９条では、業務委託・指定管理の労働報酬下限額について、東京都最低賃金、区会

計年度任用職員給与（地域手当含む）、その他の事情を勘案することとしているが、特に、「その他事

情」として民間賃金動向や区部の他自治体公契約条例の労働報酬下限額を十分に勘案する必要がある。 

 

②会計年度任用職員給与の問題 

民間賃金が上昇を続ける一方、会計年度任用職員給与の水準は依然として低い。同給与の最低レベ 

ルの号給を主な勘案基準としている区の公契約条例では、総じて、労働報酬下限額が低くなっている 

（表３）。会計年度任用職員給与の最低額ばかりにとらわれると、民間賃金と乖離した金額となってし 

まい、条例の目的に対し効果が十分に表れないおそれがある。 

（表３）他区公契約条例の業務委託契約等の労働報酬下限額と主な勘案基準（令和 6 年度） 

区 労働報酬下限額（円） 主な勘案基準 

世田谷区 1,330 行政職（一）1-15 

新宿区 1,245 行政職（二）1-19 

渋谷区 1,240 行政職（二）1-19 

江戸川区 1,220 行政職（一）1-15 

千代田区 1,200 ※他に職種別下限額有 行政職（二）1-19 

中野区 1,310  

 

会計年度任用職員給与 

杉並区 1,231 

足立区 1,219 ※他に保育士の下限額有 

墨田区 1,210 

目黒区 1,191 

北区 1,191 

 

但し、中野区のように、労働報酬下限額の主な勘案基準を会計年度任用職員給与としながらも、基

準を「用務職」の一定号給に定めることで、設定金額が民間賃金水準に比べて低くならないようにし

ている例もある。 

 

（３）令和 7 年度の労働報酬下限額（業務委託・指定管理）について  【別紙】参照 

 

２ 労働報酬下限額以上の労働報酬（賃金、報酬）の支払いの実効性担保 

（１）労働者等に対する申出権等の周知徹底 

 労働報酬下限額以上の支払いの実効性を担保するため、「条例のすべての対象労働者等が、安心して

正当に申出できる状態を保つ」ことが重要である。 

 具体的には、全ての対象労働者等に対し、条例、労働報酬下限額、申出権と方法、申出者に対する

不利益取り扱い禁止、違反事業者への各種措置について周知を徹底する必要がある。 

 

（２）労働者等に対する労働報酬下限額の支払い実態の調査 

労働者等に対する労働報酬下限額以上の支払い状況について、対象労働者等を対象に、その受取り

実態の調査を定期的に実施する必要がある。 
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３ 今後の課題 

（１）連帯責任条項の追加 

 墨田区議会は 2024 年 9 月 29 日、墨田区公契約条例の可決にあたり、以下の付帯決議を付した。 

 

「区は、本条例の施行に当たり、労働者に対して、労働報酬下限額及びこれを下回る報酬が支払われ

た場合の通報先を周知すること、労働者に対する労働報酬の支払状況について、定期的に議会に報

告すること、その状況に応じて、条例改正も含めた実効的な対策について検討すること」 

 

 これは、同年 6 月区議会で確認した条例案（民法 537 条「第三者のためにする契約」）から「連帯責

任条項」が削除され、法的に「受注関係者のもとで働く労働者等の労働債権の請求権」がなくなって

しまい、最終的に、受注関係者のもとで働く労働者等に対する労働報酬下限額の支払いの実効性が担

保されない仕組みとなったためである。 

 

 ついては、区議会も決議しているとおり、上記２の労働者等に対する周知・調査を実施した上で、

区議会ならびに審議会に調査結果を報告し、労働報酬下限額の支払い実態の状況に応じて、条例改正

または施行規則（千代田区に先行事例あり）を行い、「連帯責任条項」を設けること。 

なお、2024 年 10 月現在、東京都内の 17 自治体で公契約条例が制定されており、12 自治体の条例に

「連帯責任条項」がある。 

 

（２）職種別の労働報酬下限額の設定 

 人材確保等の条例の効果を向上するため、業務委託契約および指定管理者協定の労働報酬下限額に

ついては、人手不足の職種（表１）などで「優れた人材を確保する」ため、現行の単一額とは別に、

当該職種別の労働報酬下限額を設定することを提案する（千代田区、足立区、多摩市、国分寺市に先

行事例あり）。 

 

以 上 

 

 



1 
 

 

2024 年 10 月 11 日 

 

墨田区公契約条例 

令和 7 年度労働報酬下限額（業務委託・指定管理）について 

 

条例のすべての目的に効果があるものとするため、下表のとおり、各目的に対し効果がある金額を

算出し、そのうち最も高い金額とすることが望ましいと考えます。 

 

（表）公契約条例の各目的に効果がある金額の算出について 

条例の目的 勘案基準 算出 

時期 
根拠、算出方法 金額(円) 

（１） 
労働者の

確保 
 

①人手不足職

種の人材確保 

 

墨田区公契約条例対象の「優れた人材を確保

したい」職種で、ハローワーク墨田の 2024 年

3 月（2023 年度）時点の求人賃金※1 

× 1.05（2024 年度賃上げ分 ※2） 

× 1.045（2025 年度賃上げ予測分 ※3） 

※4 7 月中旬 

春闘結果 

②近隣自治体

条例との競争

を踏まえた人

材確保 

各区公契約条例の 2024 年度労働報酬下限額の

平均 1,235 円 

× 1.045（2025 年度賃上げ予測分 ※3） 

1,291 7 月中旬 

春闘結果 

（２） 
墨田区の

工事・サ

ービスの

品質確保 

①民間労働者

の労務の平均

的な質（賃

金）の確保 

墨田区公契約条例対象の「優れた人材を確保

したい」職種で、ハローワーク墨田の 2024 年

3 月（2023 年度）時点の求人賃金※1 

× 1.05（2024 年度賃上げ分 ※2） 

× 1.045（2025 年度賃上げ予測分 ※3） 

※4 7 月中旬 

春闘結果 

②公共サービ

スの労働の最

低限の質（対

価）の確保 

2024 年 10 月上旬の特別区人事委員会勧告を

踏まえた、区の 2024 年度会計年度任用職員給

与予測額 

× 1.045（2025 年度賃上げ予測分 ※3） 

 

 10 月中

旬 

人事委員

会勧告後 

（３） 
地域経済

の活性化 

 

少なくとも民

間の賃金相場

を押し下げな

い金額 
＝民間の賃金

水準の平均金

額 

墨田区公契約条例対象の「優れた人材を確保

したい」職種で、ハローワーク墨田の 2024 年

3 月（2023 年度）時点の求人賃金※1 

× 1.05（2024 年度賃上げ分 ※2） 

× 1.045（2025 年度賃上げ予測分 ※3） 

※4 7 月中旬 

春闘結果 

（４） 

条例の効

果の確保 

労働報酬下限

額と最賃の差

額の維持・拡

大 

2024 年度労働報酬下限額＋50 円（2024 年 10

月東京都最低賃金の引き上げ額） 

1,260 

 

８月中旬 

東京都最

低賃金決

定 

 

※1  労働需要が高いため、求職賃金を参考とする。但し、求職賃金が（最賃を知らない等の理由か 

ら）最低賃金を下回るなど極端に低い場合は、求人賃金（上限・下限の平均）を参考とする。 

別 紙 
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※2 2024 年度賃上げ率は、2024 年度の春闘の賃上げ結果を根拠に 5％とする。 

［2024 春闘賃上げ結果（2024 年 7 月公表）］ 

 

 

 

 

 

※3  2025 年度賃上げ予測率は、2024 年度の春闘の賃上げ結果（※2）と、2024 年度から 2025 度まで

の物価変動の予測を踏まえ、4.5%とする。 

［物価上昇］ 

   日本銀行は、経済・物価情勢の展望（2024 年 7 月）において、消費者物価（除く生鮮食品）の前

年比について、2024 年度に 2％台後半、2025 年度および 2026 年度は概ね 2％程度で推移すると予

想。2025 年度は 2024 年度比で 0.5％下落すると仮定。 

 

※4 仮に、ハローワーク墨田「職業別有効求人・求職状況、求人賃金状況」2024 年 3 月分のうち、 

   ２職種の平均求人賃金（時給）を基準として算出（小数点以下四捨五入）すると以下のとお

り。 

 飲食物調理（パートタイム常用）：1,275 円を基準として算出 →1,400 円 

保安職業従事者（パートタイム常用）：1,268 円を基準として算出 →1,391 円 

  

連合 

（全国） 

全体：5.10％（前年同期 3.58％） 

300 人未満中小組合：4.45％（同 3.23％） 

有期・短時間・契約等労働者：時給 5.74％（同 5.01％）、月給 4.98％（同 3.18％） 

東京都 全体：4.78％（前年 3.92％） 



《ハローワーク墨田／フルタイム・常用》
                

墨田 東京 墨田 東京 墨田 東京 上限 下限 上限 下限

6,390 198,231 8,067 132,888 0.79 1.49 職 業 計 345,974 248,112 253,912 317,293 235,791 262,042

10 995 32 1,045 0.31 0.95 管 理 的 職 業 従 事 者 365,167 277,333 362,500 393,809 289,073 442,739
1,431 58,608 1,280 26,206 1.12 2.24 専 門 的 ・ 技 術 的 職 業 従 事 者 395,132 254,553 290,667 374,649 256,867 287,325
28 1,876 41 758 0.68 2.47 製 造 技 術 者 （ 開 発 ） 361,699 277,980 266,667 375,435 242,901 308,273
35 1,575 50 995 0.70 1.58 製 造 技 術 者 （ 開 発 を 除 く ） 264,456 215,008 263,333 373,265 242,484 264,106
149 7,562 40 1,021 3.73 7.41 建 築 ・ 土 木 ・ 測 量 技 術 者 449,580 257,514 277,500 448,553 282,965 322,151
511 21,938 321 6,429 1.59 3.41 情 報 処 理 ・ 通 信 技 術 者 472,249 250,643 350,571 464,743 257,323 315,089
18 544 10 251 1.80 2.17 そ の 他 の 技 術 者 412,500 257,500 0 310,574 231,754 329,268
8 639 14 262 0.57 2.44 医 師 ， 歯 科 医 師 ， 獣 医 師 ， 薬 剤 師 328,089 286,357 500,000 441,274 312,738 363,333

160 5,464 121 1,929 1.32 2.83 保 健 師 ， 助 産 師 ， 看 護 師 347,632 286,800 289,000 322,279 275,888 288,112
101 1,866 43 745 2.35 2.50 医 療 技 術 者 316,584 251,228 238,571 324,111 260,057 262,823
68 3,562 59 1,060 1.15 3.36 そ の 他 の 保 健 医 療 従 事 者 319,009 227,573 246,000 297,266 226,001 270,986
284 10,374 140 2,616 2.03 3.97 社 会 福 祉 専 門 職 業 従 事 者 309,656 252,192 254,667 286,109 250,308 232,878
26 671 199 4,351 0.13 0.15 美術家，デザイナー，写真家，映像撮影者 279,333 228,333 259,474 339,303 233,433 257,430
43 2,537 242 5,789 0.18 0.44 そ の 他 の 専 門 的 職 業 337,200 266,431 285,714 308,899 236,989 298,885
739 23,899 2,706 46,928 0.27 0.51 事 務 従 事 者 301,129 224,724 240,292 271,628 216,871 248,799
378 16,783 2,149 38,065 0.18 0.44 一 般 事 務 従 事 者 281,406 217,420 238,857 259,557 211,060 244,712
204 2,281 251 4,041 0.81 0.56 会 計 事 務 従 事 者 374,023 244,886 253,571 321,191 240,264 266,892
44 1,142 47 688 0.94 1.66 生 産 関 連 事 務 従 事 者 315,600 230,733 236,250 288,970 220,499 257,941
99 2,902 186 2,954 0.53 0.98 営 業 ・ 販 売 事 務 従 事 者 288,624 226,786 239,048 277,556 221,106 269,130
0 61 2 8 --- 7.63 外 勤 事 務 従 事 者 0 0 200,000 259,171 202,135 250,000
10 367 11 193 0.91 1.90 運 輸 ・ 郵 便 事 務 従 事 者 0 0 250,000 272,275 226,378 266,341
4 363 60 979 0.07 0.37 事 務 用 機 器 操 作 員 0 0 242,500 282,280 222,470 224,453

333 25,881 520 8,537 0.64 3.03 販 売 従 事 者 325,249 240,269 295,405 322,210 231,848 311,394
61 9,474 185 2,761 0.33 3.43 商 品 販 売 従 事 者 316,384 230,118 225,000 276,966 216,632 271,904
1 1,192 9 283 0.11 4.21 販 売 類 似 職 業 従 事 者 0 0 0 291,889 237,917 299,535

271 15,215 326 5,493 0.83 2.77 営 業 職 業 従 事 者 327,183 242,483 333,542 347,471 239,257 330,234
1,463 41,640 608 9,278 2.41 4.49 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 375,837 277,471 232,222 278,891 227,459 240,813

0 23 0 42 --- 0.55 家 庭 生 活 支 援 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 0 0 0 299,290 242,356 226,667
361 15,150 152 2,138 2.38 7.09 介 護 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 275,925 233,894 216,316 248,412 224,453 229,525
52 1,061 22 359 2.36 2.96 保 健 医 療 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 255,092 209,617 237,500 240,167 207,153 207,792
48 3,799 28 740 1.71 5.13 生 活 衛 生 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 225,000 203,000 214,000 289,081 223,116 235,766
134 11,341 177 2,415 0.76 4.70 飲 食 物 調 理 従 事 者 255,189 217,656 252,609 310,808 233,131 256,209
796 6,807 86 1,587 9.26 4.29 接 客 ・ 給 仕 職 業 従 事 者 418,415 298,600 233,846 315,714 238,692 257,565
11 1,308 66 776 0.17 1.69 居 住 施 設 ・ ビ ル 等 管 理 人 350,000 230,000 203,333 208,317 195,822 198,667
61 2,151 77 1,221 0.79 1.76 そ の 他 の サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 313,884 226,759 250,000 268,338 222,481 250,361
646 10,653 66 783 9.79 13.61 保 安 職 業 従 事 者 238,052 207,884 210,833 242,977 206,547 220,392
25 411 31 460 0.81 0.89 農 林 漁 業 従 事 者 228,323 192,073 185,000 288,802 219,229 219,091
451 8,901 368 4,475 1.23 1.99 生 産 工 程 従 事 者 313,060 221,595 246,000 306,778 218,065 240,875
15 82 6 43 2.50 1.91 生産設備制御・監視従事者（金属製品） 282,667 200,000 0 287,693 210,316 234,000
22 202 8 108 2.75 1.87 生産設備制御・監視従事者（金属製品を除く） 289,163 229,780 320,000 300,138 223,762 257,692
1 96 1 63 1.00 1.52 機 械 組 立 設 備 制 御 ・ 監 視 従 事 者 0 0 0 310,414 208,526 233,077

110 1,186 61 517 1.80 2.29 製品製造・加工処理従事者（金属製品） 333,608 225,098 271,818 316,811 222,017 250,784
78 1,840 158 1,619 0.49 1.14 製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） 264,863 222,384 234,286 273,360 215,822 232,590
35 692 19 495 1.84 1.40 機 械 組 立 従 事 者 303,000 195,800 253,333 311,302 213,063 227,875
143 3,053 30 471 4.77 6.48 機 械 整 備 ・ 修 理 従 事 者 326,830 222,380 242,500 313,039 213,933 263,373
5 82 1 51 5.00 1.61 製 品 検 査 従 事 者 （ 金 属 製 品 ） 270,000 210,000 0 260,379 214,367 244,000
2 108 1 50 2.00 2.16 製 品 検 査 従 事 者 （ 金 属 製 品 を 除 く ） 0 0 200,000 263,157 203,617 223,333
0 175 0 47 --- 3.72 機 械 検 査 従 事 者 0 0 0 296,049 213,687 292,222
40 1,385 83 1,011 0.48 1.37 生 産 関 連 ・ 生 産 類 似 作 業 従 事 者 337,964 229,336 247,143 351,391 235,991 238,947
497 10,777 216 3,030 2.30 3.56 輸 送 ・ 機 械 運 転 従 事 者 279,254 249,605 280,000 281,448 231,275 269,172
0 0 0 9 --- --- 鉄 道 運 転 従 事 者 0 0 0 0 0 225,000

442 8,088 154 2,059 2.87 3.93 自 動 車 運 転 従 事 者 268,242 245,891 286,190 273,467 232,900 276,573
1 16 0 19 --- 0.84 船 舶 ・ 航 空 機 運 転 従 事 者 0 0 0 475,827 276,142 275,000
5 252 17 247 0.29 1.02 そ の 他 の 輸 送 従 事 者 0 0 200,000 281,454 224,829 257,273
49 2,421 45 696 1.09 3.48 定 置 ・ 建 設 機 械 運 転 従 事 者 324,675 264,925 274,444 295,924 228,518 250,065
426 8,877 88 1,252 4.84 7.09 建 設 ・ 採 掘 従 事 者 376,245 256,025 346,667 377,412 252,187 281,405
104 1,683 16 151 6.50 11.15 建 設 躯 体 工 事 従 事 者 401,322 262,600 0 394,759 265,212 301,852
141 3,717 37 510 3.81 7.29 建設従事者（建設躯体工事従事者を除く） 375,632 260,609 293,333 375,580 249,522 304,356
59 1,521 27 364 2.19 4.18 電 気 工 事 従 事 者 401,182 246,436 400,000 381,275 240,904 264,746
122 1,952 8 227 15.25 8.60 土 木 作 業 従 事 者 332,182 249,818 0 361,843 258,819 247,091
0 4 0 0 --- --- 採 掘 従 事 者 0 0 0 0 0 0

369 7,589 727 7,621 0.51 1.00 運 搬 ・ 清 掃 ・ 包 装 等 従 事 者 258,932 222,179 226,061 259,155 218,526 219,620
260 3,629 222 2,264 1.17 1.60 運 搬 従 事 者 250,393 219,183 245,000 264,927 223,890 242,693
52 2,541 173 1,800 0.30 1.41 清 掃 従 事 者 277,469 223,381 216,667 251,053 214,446 199,038
2 63 10 118 0.20 0.53 包 装 従 事 者 270,000 240,000 200,000 219,291 201,936 200,667
55 1,356 322 3,439 0.17 0.39 そ の 他 の 運 搬 ・ 清 掃 ・ 包 装 等 従 事 者 279,620 231,336 205,417 259,897 213,665 204,481
0 0 1,425 23,273 --- --- 分 類 不 能 の 職 業 0 0 241,961 0 0 254,236

610 25,240 413 8,169 1.48 3.09 Ｉ Ｔ 関 連 の 職 業 465,086 249,893 336,047 448,084 254,294 302,406
536 23,904 350 7,040 1.53 3.40 Ｉ Ｔ 技 術 関 連 469,647 250,535 349,231 457,008 256,346 313,561
4 289 49 810 0.08 0.36 Ｉ Ｔ 操 作 関 連 0 0 225,000 290,028 228,484 226,300
70 1,047 14 319 5.00 3.28 Ｉ Ｔ 製 造 関 連 331,000 231,000 190,000 306,923 218,381 246,471
794 28,927 347 5,579 2.29 5.18 福 祉 関 連 の 職 業 311,618 257,994 256,275 278,351 245,890 255,130
554 21,955 201 3,094 2.76 7.10 介 護 関 連 295,057 245,488 234,643 265,968 238,533 233,678
240 6,972 146 2,485 1.64 2.81 そ の 他 337,161 277,283 282,609 320,849 271,140 281,444

※ 有効求人倍率は原数値 ※有効求職者はオンライン登録者を含み、有効求人倍率はその数値をもとに算出

※ 常用とは雇用契約において、雇用期間の定めのないか、雇用期間が４ヶ月以上のもの
※ 「ＩＴ関連の職業」及び「福祉関係の職業」についてはそれぞれの関連職業から抽出した内数
※令和５年４月から「平成21年12月改定の「日本標準職業分類」に基づく区分」にて集計している。
※ 求人賃金は求人票の所定内賃金の上限・下限の平均値　　※ 求職賃金は希望税込み額の平均値

※ 資料出所：職業安定業務統計

求人賃金
求職賃金

※ 求人賃金(上限・下限）は墨田所で受理された全ての求人(含む都外の就
業場所）から算出されております。また対象数が少ない項目などは平均的な
数値にならない場合がありますので、ご注意ください。

職種別有効求人・求職状況／求人賃金状況（令和６年３月分）

求人・求職状況　　

職　種

求人・求職賃金　　（単位：円）

有効求人数（単位：人） 有効求職者数（単位：人）
有効求人倍率（単位：

倍）
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墨　田 東　京
求人賃金

求職賃金



《ハローワーク墨田/パートタイム・常用》
                

墨田 東京 墨田 東京 墨田 東京 上限 下限 上限 下限

2,931 99,622 4,181 65,031 0.70 1.53 職 業 計 1,381 1,270 1,263 1,319 1,218 1,263

0 31 4 109 --- 0.28 管 理 的 職 業 従 事 者 0 0 0 1,513 1,263 2,409
443 14,388 411 8,033 1.08 1.79 専 門 的 ・ 技 術 的 職 業 従 事 者 1,850 1,593 1,771 1,722 1,506 1,594
0 11 6 145 --- 0.08 製 造 技 術 者 （ 開 発 ） 0 0 1,200 2,110 1,583 1,477
1 92 13 226 0.08 0.41 製 造 技 術 者 （ 開 発 を 除 く ） 0 0 1,150 1,537 1,280 1,240
4 169 10 215 0.40 0.79 建 築 ・ 土 木 ・ 測 量 技 術 者 0 0 1,307 2,216 1,649 1,891
1 132 31 653 0.03 0.20 情 報 処 理 ・ 通 信 技 術 者 0 0 1,550 1,955 1,464 1,909
0 80 3 63 --- 1.27 そ の 他 の 技 術 者 0 0 1,100 1,531 1,407 1,648
19 295 20 334 0.95 0.88 医 師 ， 歯 科 医 師 ， 獣 医 師 ， 薬 剤 師 3,409 3,284 3,043 2,496 2,174 2,362
97 3,417 76 1,429 1.28 2.39 保 健 師 ， 助 産 師 ， 看 護 師 2,035 1,886 1,864 1,899 1,734 1,764
56 914 17 333 3.29 2.74 医 療 技 術 者 1,900 1,618 0 2,129 1,877 1,669
26 749 18 345 1.44 2.17 そ の 他 の 保 健 医 療 従 事 者 2,014 1,548 2,400 1,477 1,252 1,467
117 4,922 85 1,418 1.38 3.47 社 会 福 祉 専 門 職 業 従 事 者 1,582 1,431 1,386 1,431 1,311 1,259
3 149 38 801 0.08 0.19 美術家，デザイナー，写真家，映像撮影者 0 0 2,000 1,582 1,254 1,508

119 3,458 94 2,071 1.27 1.67 そ の 他 の 専 門 的 職 業 1,762 1,349 1,501 1,887 1,463 1,559
357 11,656 1,129 20,288 0.32 0.57 事 務 従 事 者 1,253 1,186 1,235 1,337 1,219 1,232
277 9,125 923 17,504 0.30 0.52 一 般 事 務 従 事 者 1,229 1,184 1,222 1,312 1,210 1,223
44 953 62 1,096 0.71 0.87 会 計 事 務 従 事 者 1,280 1,190 1,289 1,531 1,292 1,265
8 246 28 231 0.29 1.06 生 産 関 連 事 務 従 事 者 1,205 1,111 1,171 1,259 1,197 1,293
20 676 57 636 0.35 1.06 営 業 ・ 販 売 事 務 従 事 者 1,395 1,216 1,307 1,369 1,231 1,320
0 38 1 8 --- 4.75 外 勤 事 務 従 事 者 0 0 0 1,347 1,347 1,200
4 299 8 63 0.50 4.75 運 輸 ・ 郵 便 事 務 従 事 者 0 0 0 1,292 1,207 1,371
4 319 50 750 0.08 0.43 事 務 用 機 器 操 作 員 1,225 1,175 1,319 1,342 1,197 1,273

175 5,817 161 2,611 1.09 2.23 販 売 従 事 者 1,199 1,157 1,422 1,230 1,138 1,223
163 5,375 133 2,162 1.23 2.49 商 品 販 売 従 事 者 1,176 1,143 1,171 1,198 1,121 1,178
2 168 5 82 0.40 2.05 販 売 類 似 職 業 従 事 者 0 0 0 1,395 1,215 1,196
10 274 23 367 0.43 0.75 営 業 職 業 従 事 者 1,538 1,366 3,057 1,657 1,367 1,469
788 40,426 466 6,805 1.69 5.94 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 1,365 1,241 1,179 1,234 1,149 1,194
11 244 5 65 2.20 3.75 家 庭 生 活 支 援 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 1,500 1,200 1,200 1,508 1,321 1,257
330 12,382 103 1,463 3.20 8.46 介 護 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 1,471 1,284 1,162 1,439 1,255 1,214
43 766 19 271 2.26 2.83 保 健 医 療 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 1,180 1,155 1,157 1,364 1,233 1,199
30 1,300 19 280 1.58 4.64 生 活 衛 生 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 1,358 1,229 1,160 1,377 1,191 1,214
163 11,170 125 1,920 1.30 5.82 飲 食 物 調 理 従 事 者 1,335 1,216 1,159 1,131 1,090 1,183
81 8,247 82 1,054 0.99 7.82 接 客 ・ 給 仕 職 業 従 事 者 1,210 1,158 1,221 1,116 1,073 1,191
76 3,018 63 737 1.21 4.09 居 住 施 設 ・ ビ ル 等 管 理 人 1,234 1,227 1,127 1,178 1,172 1,167
54 3,299 50 1,015 1.08 3.25 そ の 他 の サ ー ビ ス 職 業 従 事 者 1,356 1,235 1,258 1,249 1,171 1,204
506 6,211 31 410 16.32 15.15 保 安 職 業 従 事 者 1,336 1,200 1,135 1,319 1,183 1,180
13 266 11 209 1.18 1.27 農 林 漁 業 従 事 者 1,200 1,167 0 1,287 1,175 1,200
89 2,139 102 1,315 0.87 1.63 生 産 工 程 従 事 者 1,272 1,127 1,227 1,266 1,157 1,230
0 7 0 6 --- 1.17 生産設備制御・監視従事者（金属製品） 0 0 0 0 0 1,200
3 24 4 24 0.75 1.00 生産設備制御・監視従事者（金属製品を除く） 1,200 1,200 0 1,250 1,158 1,544
0 5 4 21 --- 0.24 機 械 組 立 設 備 制 御 ・ 監 視 従 事 者 0 0 0 1,301 1,201 1,063
23 141 11 81 2.09 1.74 製品製造・加工処理従事者（金属製品） 1,476 1,160 1,200 1,534 1,217 1,177
35 1,474 51 651 0.69 2.26 製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） 1,197 1,108 1,235 1,202 1,132 1,183
15 160 5 156 3.00 1.03 機 械 組 立 従 事 者 1,027 1,018 0 1,238 1,137 1,162
2 101 7 85 0.29 1.19 機 械 整 備 ・ 修 理 従 事 者 0 0 0 1,497 1,307 1,277
2 19 0 12 --- 1.58 製 品 検 査 従 事 者 （ 金 属 製 品 ） 0 0 0 1,416 1,210 1,400
9 71 3 40 3.00 1.78 製 品 検 査 従 事 者 （ 金 属 製 品 を 除 く ） 1,225 1,200 0 1,178 1,149 1,121
0 55 1 19 --- 2.89 機 械 検 査 従 事 者 0 0 0 1,281 1,171 1,193
0 82 16 220 --- 0.37 生 産 関 連 ・ 生 産 類 似 作 業 従 事 者 0 0 1,200 1,700 1,252 1,493

131 2,876 61 918 2.15 3.13 輸 送 ・ 機 械 運 転 従 事 者 1,347 1,255 1,149 1,308 1,242 1,291
2 2 0 2 --- 1.00 鉄 道 運 転 従 事 者 0 0 0 0 0 2,000

121 2,632 52 721 2.33 3.65 自 動 車 運 転 従 事 者 1,331 1,229 1,157 1,304 1,236 1,232
0 3 0 4 --- 0.75 船 舶 ・ 航 空 機 運 転 従 事 者 0 0 0 0 0 10,000
2 46 1 47 2.00 0.98 そ の 他 の 輸 送 従 事 者 0 0 1,000 1,367 1,367 1,100
6 193 8 144 0.75 1.34 定 置 ・ 建 設 機 械 運 転 従 事 者 1,450 1,425 1,200 1,352 1,298 1,313
7 181 10 147 0.70 1.23 建 設 ・ 採 掘 従 事 者 0 0 0 1,795 1,446 1,371
0 6 2 17 --- 0.35 建 設 躯 体 工 事 従 事 者 0 0 0 1,220 1,020 1,440
3 63 1 67 3.00 0.94 建設従事者（建設躯体工事従事者を除く） 0 0 0 1,768 1,420 1,357
1 44 4 37 0.25 1.19 電 気 工 事 従 事 者 0 0 0 1,839 1,528 1,575
3 68 2 25 1.50 2.72 土 木 作 業 従 事 者 0 0 0 1,847 1,471 1,145
0 0 1 1 --- --- 採 掘 従 事 者 0 0 0 0 0 0

422 15,631 784 9,185 0.54 1.70 運 搬 ・ 清 掃 ・ 包 装 等 従 事 者 1,208 1,180 1,150 1,201 1,174 1,146
63 1,462 82 999 0.77 1.46 運 搬 従 事 者 1,237 1,185 1,200 1,295 1,218 1,171
258 10,341 286 3,574 0.90 2.89 清 掃 従 事 者 1,215 1,191 1,141 1,198 1,181 1,142
39 368 23 237 1.70 1.55 包 装 従 事 者 1,059 1,059 1,057 1,125 1,103 1,163
62 3,460 393 4,375 0.16 0.79 そ の 他 の運搬 ・ 清 掃 ・ 包 装 等従 事者 1,154 1,124 1,164 1,183 1,127 1,141
0 0 1,011 15,001 --- --- 分 類 不 能 の 職 業 0 0 1,192 0 0 1,205
18 641 79 1,486 0.23 0.43 Ｉ Ｔ 関 連 の 職 業 1,120 1,094 1,395 1,484 1,254 1,523
1 187 36 764 0.03 0.24 Ｉ Ｔ 技 術 関 連 0 0 1,480 1,936 1,446 1,766
4 313 40 645 0.10 0.49 Ｉ Ｔ 操 作 関 連 1,225 1,175 1,310 1,345 1,198 1,282
13 141 3 77 4.33 1.83 Ｉ Ｔ 製 造 関 連 1,015 1,013 0 1,206 1,129 1,170
556 18,984 221 3,555 2.52 5.34 福 祉 関 連 の 職 業 1,681 1,506 1,475 1,563 1,393 1,478
416 14,916 134 1,903 3.10 7.84 介 護 関 連 1,548 1,357 1,261 1,448 1,279 1,228
140 4,068 87 1,652 1.61 2.46 そ の 他 1,943 1,800 1,864 1,918 1,746 1,723

※ 有効求人倍率は原数値 ※有効求職者はオンライン登録者を含み、有効求人倍率はその数値をもとに算出

※ 常用とは雇用契約において、雇用期間の定めのないか、雇用期間が４ヶ月以上のもの
※ 「ＩＴ関連の職業」及び「福祉関係の職業」についてはそれぞれの関連職業から抽出した内数
※令和５年４月から「平成21年12月改定の「日本標準職業分類」に基づく区分」にて集計している。
※ 求人賃金は求人票の所定内賃金の上限・下限の平均値　　※ 求職賃金は希望税込み額の平均値

※ 資料出所：職業安定業務統計

※ 求人賃金(上限・下限）は墨田所で受理された全ての求人(含む都外の就業
場所）から算出されております。また対象数が少ない項目などは平均的な数
値にならない場合がありますので、ご注意ください。

職種別有効求人・求職状況／求人賃金状況（令和６年３月分）

求人・求職状況　　

職　種

求人・求職賃金　　（単位：円）

有効求人数（単位：人） 有効求職者数（単位：人）
有効求人倍率（単位：

倍）
墨　田
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